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【介護職員等処遇改善加算編】



１ 処遇改善加算の算定に係る事務処理



（１）体制等状況一覧表等の届出について
令和７年４月から新規に処遇改善加算を算定し始める場合又は処
遇改善加算の区分を変更する場合は、以下の書類を令和７年４月
１５日までに高齢者支援課にご提出ください。

【提出書類】
①介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等に関する届出書
②介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等状況一覧表
③その他必要書類
※③については、ホームページ内の提出書類㇐覧をご確認ください。
https://www.city.sodegaura.lg.jp/soshiki/koreisha/sougoujigyou-setumeikai.html



（２）処遇改善計画書の作成・提出

令和７年４月及び５月の処遇改善加算の策定に係る処遇改善
計画書の提出期限は令和７年４月１５日までです。

本市への連絡がなく、期限内に提出がなかった場合は、介護
職員等処遇改善加算を「取り消し」となる場合がございます
ので、期日内の提出にご協力ください。



（３）実績報告書の作成・提出

実績報告書の提出期限は、最終の加算の支払があった月の
翌々月の末日までです。そのため、令和７年度の実績報告書
の提出期限は、令和８年３月分の処遇改善加算の支払が令和
８年５月であることから、令和８年７月３１日までです。

【留意事項】
事業所を令和７年１２月３１日に廃止（休止）する場合
①廃止届（休止届）:令和７年１１月３０日までに提出
②実績報告書:令和８年４月３０日まで提出

※②は令和７年１２月分の処遇改善加算の支払があった場合
を仮定としています。



２ 訪問型サービスに係る業務継続計画
策定の有無に伴う提出書類について

 令和６年度:通所型サービス（新設）１００分の１減算
 令和７年度:訪問型サービス（新設）１００分の１減算
【訪問型サービスの業務継続計画策定の有無に伴う書類提出について】
訪問型サービスに係る業務継続計画策定の有無にかかわらず、下記の書類

を令和７年度の処遇改善計画書と併せて令和７年４月１５日までに提出して
ください。

【提出書類】
・介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等に関する届出書
・介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等状況一覧表



記入例:基準型を選択する場合
介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等に関する届出書



記入例:基準型を選択する場合
介護予防・日常生活支援総合事業費算定に係る体制等状況一覧表

３月５日時点では、厚生労働省から全国統一様式を改正した旨の通知はありません。
そのため、上記の例は本市が現様式を加工したものです。
厚生労働省から通知があり次第、本市のホームページに改正後の様式を添付いたします。
https://www.city.sodegaura.lg.jp/soshiki/kaigohoken/syoguukaizentokuteisyoguukaizenkasan.html



袖ケ浦市介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業介護予防訪
問介護相当サービス及び介護予防通所介護相当サービスの人員、
設備及び運営に関する基準を定める要綱

（業務継続計画の策定等）
第29条 指定介護予防訪問介護相当サービス事業者は、感染症や非常災害の発生時において、
利用者に対する指定介護予防訪問介護相当サービスの提供を継続的に実施するための、及び
非常時の体制で早期の業務再開を図るための計画（以下「業務継続計画」という。）を策定
し、当該業務継続計画に従い必要な措置を講じなければならない。
２（略）
３（略）

参考



介護保険最新情報vol.1225「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ
（Vol.１）令和６年３月15日）」の送付について

（業務継続計画の策定等）
第２９条（略）
２ 指定介護予防訪問介護相当サービス事業者は、訪問介護員等に対し、業務継続計画
について周知するとともに、必要な研修及び訓練を定期的に実施しなければならない。
３ 指定介護予防訪問介護相当サービス事業者は、定期的に業務継続計画の見直しを行
い、必要に応じて業務継続計画の変更を行うものとする。



介護保険最新情報vol.1225「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ
（Vol.１）令和６年３月15日）」の送付について



袖ケ浦市介護予防・日常生活支援総合事業第１号事業介護予防訪
問介護相当サービス及び介護予防通所介護相当サービスの人員、
設備及び運営に関する基準を定める要綱

（虐待の防止）
第３７条の２ 指定介護予防訪問介護相当サービス事業者は、虐待の発生又はその再発を防止
するため、次に掲げる措置を講じなければならない。
(1) 当該指定介護予防訪問介護相当サービス事業所における虐待の防止のための対策を検討
する委員会（テレビ電話装置等を活用して行うことができるものとする。）を定期的に開
催するとともに、その結果について、訪問介護員等に周知徹底を図ること。

(2) 当該指定介護予防訪問介護相当サービス事業所における虐待の防止のための指針を整備
すること。

(3) 当該指定介護予防訪問介護相当サービス事業所において、訪問介護員等に対し、虐待の
防止のための研修を定期的に実施すること。

(4) 前３号に掲げる措置を適切に実施するための担当者を置くこと。

参考



介護保険最新情報vol.1225「令和６年度介護報酬改定に関するＱ＆Ａ
（Vol.１）令和６年３月15日）」の送付について



３ 処遇改善加算の取得要件について



【介護報酬改定編】



令和６年度介護報酬改定に関連する総合事
業の介護保険最新情報について
 vol.1313（令和６年 ９月２７日）
① 口腔機能向上加算について
② 介護職員等特定処遇改善加算について
③ 継続利用要介護者に係る請求の取扱いについて

 vol.1270（令和６年 ６月 ７日）
① 科学的介護推進体制加算について

 vol.1263（令和６年 ５月１７日）
① 業務継続計画未策定減算について
② 送迎減算について

 vol.1215（令和６年 ３月１５日）
① 同一建物減算について
② 送迎減算について
③ 業務継続計画未策定減算について
④ 高齢者虐待防止設置未実施減算について
➄ 科学的介護推進体制加算

袖ケ浦市にて追記あり



【令和７年４月から訪問型サービスを本市
から指定された場合】

令和６年度の取扱いに倣い、判定期間を令
和７年４月から９月までとし、１０月に届
出提出、１１月から減算適用とする。



２ 運動器機能向上計画について
 （質問）
 運動器機能向上加算が廃止（基本報酬に包括化）されたが、当該加算の算定要件であった運動器機
能向上計画は、報酬改定後も作成する必要があるか。

 （回答）
 令和3年度介護報酬改定時の『「介護保険法施行規則第140条の63の2第1項第1号に規定する厚生労
働大臣が定める基準の制定に伴う実施上の留意事項について」』における運動機能向上加算の取扱
いにて、運動器機能向上計画は「実施する運動の種類、実施期間、実施頻度、1回当たりの実施時
間、実施形態等を記載」することとされていました。

 その一方で、令和6年度介護報酬改定後の『介護保険法施行規則第140条の63の6第1号に規定する
厚生労働大臣が定める基準について』の「（2）指定相当通所型サービスの具体的取扱方針」の①
において、「基準告示第 63 条第１号及び第２号は、指定相当通所型サービスの提供に当たっては、
適切な方法により、利用者の日常生活全般の状況の的確な把握を行う必要があり、管理者は、把握
した利用者の日常生活全般の状況や利用者の希望を踏まえて通所型サービス計画を作成しなければ
ならないこととしたものである。通所型サービス計画の作成に当たっては、主治医又は主治の歯科
医師からの情報伝達やサービス担当者会議を通じる等の適切な方法により、利用者の状況を把握・
分析し、指定相当通所型サービスの提供によって解決すべき問題状況を明らかにし（アセスメン
ト）、これに基づき、支援の方向性や目標を明確にし、提供するサービスの具体的内容、所要時間、
日程等を明らかにするものとする。なお、通所型サービス計画の様式については、事業所ごとに定
めるもので差し支えない。」とされています。

 そのため、従前求められていた運動器機能向上計画への記載内容の全てを記載することまでは明記
されていませんが、通所介護計画書等と同様に機能訓練の所要時間、日程等に触れる必要はあるも
のと考えています。



１ 介護予防・日常生活支援総合事業サービスコード一覧表について

厚生労働省から介護予防・日常生活支援総合事業費に係る単位数サービスコード表の確定版
が公表され次第、本市のサービスコード一覧表を作成します。
作成後、市ＨＰに掲載するとともに、指定事業所様に通知文を送付（原則:メール）いたし
ますので、今しばらくお待ちください。

掲載HP 介護予防・日常生活支援総合事業に関して(サービス事業者向け)
http://sodegaura_homepage/soshiki/koreisha/sougoujigyou-setumeikai.html



２ 介護予防・日常生活支援総合サービスコードマスタ表について
令和７年４月１日から訪問型独自業務継続計画未策定減算が新設され、訪問型独自サービス及び通所型
独自サービスの処遇改善加算V１からV１５までが廃止されます。そのため、各事業所にてお使いの請求
システムに、令和７年度版の袖ケ浦市版介護予防・日常生活支援総合事業単位数表マスタをシステムに取
り込む必要があります。
厚生労働省から確定版が公表され次第、単位数表マスタ及びサービスコード一覧表は以下のＨＰに掲載
いたしますので、ご参照ください。

掲載HP 介護予防・日常生活支援総合事業に関して(サービス事業者向け)
http://sodegaura_homepage/soshiki/koreisha/sougoujigyou-setumeikai.html

【マスタ表取り込み時のエラーについて】
令和４年１０月より、市が実施している訪問通所一体型短期集中予防サービスであるＡＥ１００１及び
ＡＥ１００２のコードが含まれていますが、当該コードが含まれていると、マスタ表の取り込み時にエ
ラーが生じる介護報酬システムがあると伺っています。
エラーが生じてしまった事業所様におかれましては、お手数ではございますが、「袖ケ浦市版介護予
防・日常生活支援総合事業単位数表マスタ（ＡＥ無し）」を上記ＨＰに併せて掲載いたしますので、そち
らで再度取り込みを行うようご協力をお願いいたします。



３ 電子申請・届出システムについて
 袖ケ浦市では、介護事業者の負担軽減を図るため、申請等に係る様式の標準化を
行い、「電子申請届出システム」を活用した申請届出等の受付を、令和6年9月よ
り開始しました。本システムの活用により、介護サービスに係る指定申請や変更
届出等の手続きがペーパーレスでできるようになります。

 厚生労働省の通知（電子申請・届出システムＱ＆Ａ（令和５年１２月２８日更
新））では、「やむを得ない事情がある場合を除き、厚生労働省の「電子申請・
届出システム」を使用することを原則としていただきたい。」とあることから、
本システムのご活用にご協力いただけるようお願いします。

 【電子申請・届出システムを利用するに当たっての初期手続について】
電子申請・届出システム利用準備の手引きを参照してください。

電子データ場所:https://www.city.sodegaura.lg.jp/soshiki/koreisha/denshisinnsei.html





４ 地域包括支援センターの増設について
 高齢者に対するより充実した支援の実現を図るため、令和５年度に開設した⾧浦地
区と平川地区に続き、令和７年７月１日（火）に昭和・根形地区に民間委託による
地域包括支援センターを増設し、より充実した支援の実現を図ります。

新たな体制のイメージ



神納4181-28（特別養護老人
ホーム袖ケ浦菜の花苑敷地内）

地域包括支援センター増設に伴う事務変更点等について、令和７年５月中旬か
ら下旬にかけて、事業所様宛に通知する予定です。



以上となります。
その他詳細及び様式等については、厚労省が発出している資料等を
ご確認ください。

ご清聴ありがとうございました


